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コンプライアンス担当者のための「職務発明」の基礎 

Vol.2 発明に関する通報を受けたときの確認事項 

 

令和８年 7 月 10 日 

弁護士法人イノベンティア 

弁護士  佐 々 木 崇 人 

 

第１  はじめに 

前回は、発明に関する通報を読み解くための、制度の土台を確認しました。発明とは何か、

会社で生まれた発明が当然に会社のものになるわけではないこと（発明者主義）、会社が「発

明を使えること」（通常実施権）と「権利を取得していること」は別であること、そして会社

が、承継取得または原始取得という仕組みを通じて、職務発明規程などの定めを根拠に権利を

取得し、その見返りとして発明者に「相当の利益」が与えられること。ここまでが、第 1 回で

確認した内容です。 

第 2 回では、この制度を前提に、いよいよ実際の通報対応に入ります。職務発明に関する通

報は、「報奨金が少ない」「発明者として扱われていない」「会社に勝手に権利を取られた」

「規程を知らなかった」など、さまざまな言葉で届きます。そこで本稿では、まず、こうした

通報を大きな類型に振り分けたうえで、それぞれについて、何を、どのように確認していけば

よいのかを、できるだけ具体的にご説明します。 

はじめにお伝えしておきたいのは、通報を受けた段階で、法律上の結論を急ぐ必要はない、

ということです。大切なのは、通報者が何に不満を感じているのかを見極め、その類型に応じ

て、見るべき資料と連携すべき部署を、順序立てて押さえていくことです。 

 

第２ まず、通報を類型で見分ける 

発明に関する通報を受けたとき、最初にすべきことは、その訴えが、おおよそどの類型に当

たるのかを見分けることです。実務で届く通報を言葉のうえから並べてみると、これらは、お

おむね次の三つの訴えとして現れます。 

一つ目は、「報奨金が少ない」という訴えです。これは、発明者に与えられる相当の利益が

十分かどうかをめぐる問題です。二つ目は、「発明者として認められていない」という訴え

で、誰を発明者と見るべきかという、発明者の認定の問題です。三つ目は、「会社に勝手に権

利を取られた」という訴えで、会社が権利を取得した根拠が問われます。 
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もっとも、一つの通報の中に、これらが重なって含まれていることも少なくありません。第

1 回の冒頭で見た「自分が開発した技術が会社の特許になっているのに報奨金が数千円だ」と

いう訴えは、発明者の認定、会社の権利取得、相当の利益のいずれにも関わり得ます。ですか

ら、類型に振り分けることは、通報を一つの箱に押し込めて終わりにするためではありませ

ん。複数の論点が含まれていないかを意識しながら、それぞれの論点について確認を進めるた

めの、見取り図だと考えてください。 

以下では、確認すべき事項がもっとも多岐にわたる「報奨金が少ない」という訴えから、順

に見ていきます。 

 

第３ 「報奨金が少ない」――相当の利益をめぐる通報 

１ 「相当の利益」とは何か 

まず、相当の利益とは何かを確認しておきましょう。職務発明について会社が特許を受ける

権利などを取得する場合、発明者である従業者等には、特許法 35 条 4 項に基づき、「相当の

金銭その他の経済上の利益」を受ける権利が発生します。条文上は「相当の利益」と呼ばれま

す。 

第 1 回でも触れたとおり、これは、会社が事業に必要な権利を確保する一方で、発明者の創

意工夫に対して一定の還元を行うための仕組みです。平成 27 年の改正より前は「相当の対

価」という表現が用いられていましたが、現在は「相当の金銭その他の経済上の利益」とされ

ています。そのため、理屈のうえでは、金銭だけでなく、経済的な価値を持つ処遇や機会の付

与が、相当の利益として位置づけられることもあります。もっとも、通報で実際に問題になる

ことが多いのは、やはり報奨金です。 

２   どの報奨金に関する通報か 

「報奨金が少ない」という通報を受けたとき、まず行いたいのは、それが「どの報奨金」を

指しているのかを切り分けることです。報奨金は、発明の届出時、出願時、登録時、実施時、

実績評価時など、複数の段階で支給されることが多く、会社によっては、定額の報奨に加え

て、その発明が製品やサービスに使われ、経済的な効果をもたらした場合に追加の報奨を行う

制度を設けていることもあります。「数千円しか支払われていない」という訴えであっても、

それが出願時の定額報奨だけを指しているのか、実施実績まで踏まえた総額を指しているのか

で、評価はまったく異なります。同じ「報奨金が少ない」という言葉でも、中身は一様ではな

い、ということです。 
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ですから、通報者には、まず「どの発明についての、どの段階の報奨金なのか」を具体的に

尋ねます。出願時や登録時の定額報奨を指しているのか、それとも実施実績に応じた報奨を指

しているのかによって、見るべき制度も、取り寄せるべき資料も変わってくるからです。 

そのうえで、規程の該当条項を確認し、その段階で支給される金額や算定方法がどう定めら

れているか、実施実績や売上に連動する報奨が制度として存在するかを照らし合わせます。 

３   見立ての分岐点（規程に具体的な算定基準があるか） 

どの段階の報奨金についての訴えかを切り分けたら、次に確認したいのは、その報奨金につ

いて、規程に具体的な算定基準が定められているかどうかです。ここでいう算定基準とは、支

給の段階、金額または算定方法、発明の評価やランクの判定方法、共同発明者が複数いる場合

の配分ルールなど、相当の利益の内容を決定するためのルールを指します。多くの場合、職務

発明規程の「相当の利益」に関する条項の中に具体的に書き込まれています。 

このステップが重要なのは、規程に具体的な算定基準が定められているかどうかによって、

以後の確認の道筋、そして最終的な判断の枠組みそのものが分かれてくるからです。 

規程に具体的な算定基準が定められている場合には、その基準の策定と適用の過程が適切で

あったか、すなわち、協議・開示・意見聴取の 3 要素の履践状況を確認していくことになりま

す（後記４）。この場面では、支払われた金額そのものよりも、金額を決めるまでの過程が主

な確認対象となります。 

これに対し、規程に「相当額を支払う」といった抽象的な定めしかなく、算定方法も支給段

階も具体化されていない場合には、実質的に算定基準が策定されていないと評価される可能性

があります。この場合には、手続の履践状況ではなく、発明による会社の利益、会社の負担・

貢献、発明者の処遇その他の事情という、実体的な要素から相当の利益の内容が判断されるこ

とになります（後記５）。 

通報対応の場面では、まず規程を開き、算定基準がどの程度まで具体化されているかを確認

するところから始めると、以後、確認すべき資料も、連携すべき部署も、見立てが立てやすく

なります。 

４ 具体的な算定基準がある場合（協議・開示・意見聴取を確認する） 

規程に具体的な算定基準が定められている場合、次に確認したいのは、その基準の策定から

個別発明への適用に至るまでの過程が適切に踏まれていたかどうかです。 

特許法 35 条 5 項は、相当の利益について契約や勤務規則その他の定め（職務発明規程もこ

れに含まれ、以下、法律の定めに従って「基準」と呼びます。）を置く場合、その定めにより

相当の利益を与えることが「不合理」であってはならない、としています。そして、その判断
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にあたっては、基準を策定する際の協議の状況、策定された基準の開示の状況、個別の利益の

内容を決定する際の意見聴取の状況などが考慮される、とされています。 

ここで押さえておきたいのは、基準が具体的に策定されている場面では、相当の利益が「相

当」といえるかどうかは、金額そのものよりも、その金額を決めるまでの過程が確認対象にな

るという点です。会社が規程を作り、その規程どおりに支払えば、それだけで常に十分という

わけではなく、規程を作る過程、示す過程、個別の発明者に適用する過程のいずれかに問題が

あれば、支払いが「不合理」と評価される可能性が残ります。逆にいえば、これらの過程が適

切に踏まれていれば、支払額が発明者の期待に沿わないものであっても、その一事をもって直

ちに問題があるとはいえません。 

そこで通報対応では、この点を、協議・開示・意見聴取という三つの観点から確認すると整

理しやすくなります。 

第一に、協議です。報奨金の基準を作る段階で、従業者等にどのような説明がされ、どのよ

うな意見交換が行われたかが問われます。ここでは、会社が規程を作成したという事実だけで

は足りません。手がかりになるのは、規程の制定・改定時の説明資料、従業者向け説明会の案

内や議事録、意見募集の案内、寄せられた意見とそれに対する会社の回答、そして規程案から

最終版に至るまでの変更の経緯です。たとえば、改定時に作られた説明会のスライドや配布資

料を取り寄せて、報奨金の算定方法がどう説明されていたかを確かめ、寄せられた意見と会社

の回答を時系列で並べて、形式的な受付にとどまらない実質的なやりとりがあったかを見てい

きます。規程案の初版と最終版を比べ、従業者の意見を受けて修正された箇所があるかどうか

も、有力な手がかりになります。 

第二に、開示です。できあがった基準が、対象となる従業者等に分かる形で示され、必要な

ときに確認できる状態に置かれていたかが問われます。社内ポータルへの掲載状況、規程集へ

の収録状況、就業規則や関連規程の閲覧方法、入社時・異動時の説明資料、研究開発部門向け

の周知資料、改定時の社内通知などが、確認の対象です。ここで大切なのは、「どこかに掲載

されていたか」だけにとどまらず、対象となる従業者が、自分に関係するルールとして実際に

確認できる状態にあったかどうかです。たとえば、掲載先のアクセス権限を調べ、通報者の部

門や職位から実際に閲覧できたのかまで確かめておくと、評価が確かなものになります。 

第三に、意見聴取です。個別の発明について支給額を決める際に、発明者本人へ算定の根拠

が説明され、疑問や異議を述べる機会が与えられていたかが問われます。 

意見聴取のあり方は、報奨金の性質によって異なります。出願時・登録時の定額報奨のよう

に、規程上、金額が一律に定められている場合には、個別発明ごとに算定根拠を詳細に説明す
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る必要性は相対的に小さく、異議申立て制度など、不服を述べる機会が設けられているかが主

な確認対象になります。 

これに対し、発明の評価や実施実績に応じて報奨額が変動する制度では、どのような評価・

実績に基づき支給額が決定されたのかが問題となり得ます。もっとも、実務上は、運用負担の

観点から、まず支給額の結論を通知し、質問があれば説明し、なお不服がある場合には異議申

立て手続で意見を聴くという仕組みが採られることも少なくありません。 

また、発明者が複数いる場合には、各発明者間の配分、とくに貢献度に応じた配分の根拠が

問題となることがあります。この場合も、発明届や現場での確認結果に基づく配分が前提とな

る一方、発明者間で見解の相違がある場合には、会社による決定手続や均等配分の推定規定、

不服申立ての機会が設けられていたかを確認することになります。 

５  具体的な算定基準がない場合（35 条 7 項の実体的要素を確認する） 

これに対し、規程に相当の利益に関する定めがそもそも置かれていない場合や、「相当額を

支払う」といった抽象的な定めしかなく、算定方法や支給段階が具体化されていない場合、規

程に具体的な基準が置かれていても、前記 4 でみた協議・開示・意見聴取の過程に問題があ

り、その定めに従った支給が「不合理」と評価される場合には、特許法 35 条 7 項に基づい

て、相当の利益の内容そのものが判断されることになります。 

同項は、①発明により会社が受けるべき利益の額、②発明に関連する会社の負担、貢献、③

発明者の処遇その他の事情を考慮して、相当の利益の内容を定めるものとしています。 

前記４の場面とは異なり、ここでは手続的要素は考慮されず、実体的な事情から相当の利益

の内容が直接に判断されます。そのため、通報対応の場面でも、確認すべき事項は前記４とは

異なってきます。 

具体的には、当該発明が製品やサービスにどのように使われ、会社にどの程度の利益をもた

らしたか（またはもたらすと見込まれるか）、会社が発明に至るまでにどのような設備・資

金・人員を投じたか、他部門はどのような貢献をしたか、そして発明者に対して昇給・昇進・

処遇面でどのような対応がされてきたかなど、実体面の情報を、知財部門・事業部門・人事部

門と連携して確認していく必要があります。 

この類型は、規程が具体化されている場合の通報と比べて、会社にとってのリスクが相対的

に高い局面です。裁判所の介入を招く可能性がある以上、通報対応の初期段階から法務・知財

と連携し、任意の再算定や和解の可能性も含めて検討することが望まれます。 

 

第４ 「発明者として認められていない」――発明者の認定をめぐる通報 
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二つ目の類型は、「自分こそが発明したのに、発明者として扱われていない」という訴えで

す。この場合に問題の中心になるのは、誰を発明者と見るべきか、という発明者の認定です。 

ここで押さえておきたいのは、発明者かどうかは、単にそのプロジェクトに関与していたか

どうかではなく、発明の技術的思想の創作に実質的に関与したかどうかで判断される、という

点です。一般的な指示を与えただけの上司や、補助的な作業を担っただけの担当者は、発明者

には当たらないと整理されることがあります。 

確認していくのは、発明の具体的な内容、通報者がその発明にどのように関与したか、他の

関与者の役割、そして発明届の記載や出願書類上の発明者の表示です。 

たとえば、発明届と願書の発明者欄に通報者の氏名があるかをまず確かめ、次に、発明の完

成までの研究記録や実験ノート、関連するメールや会議資料といった客観的な資料から、通報

者が着想や具体化のどの工程に、どの程度関与していたのかを、日付を追って跡づけていきま

す。発明者の認定は、技術的な評価を伴うことが多いため、知財部門や、必要に応じて発明の

内容を理解できる技術者と連携しながら確認を進めるのが現実的です。 

 

第５ 「本当に会社のものなのか」――権利取得の根拠をめぐる通報 

三つ目の類型は、「会社に届け出た発明が当然に会社のものとして扱われているが、本当に

会社に権利が帰属する発明なのか」という訴えです。この場合には、会社が権利を取得した根

拠が問題になります。 

第 1 回で見たとおり、会社が職務発明の権利を取得する方法には、いったん発明者に発生し

た権利を会社へ移転させる承継取得と、あらかじめ定めた規程等に基づいて発生時から会社に

帰属させる原始取得（特許法 35 条 3 項）があり、いずれも、契約や規程といった「定め」を

根拠とします。ですから、確認の出発点は、その根拠となる規程の有無と内容です。 

具体的には、職務発明規程その他の根拠規程があるか、それがいつ制定・改定されたか、通

報者がその適用対象者であったか、問題の発明がそもそも職務発明に当たるか、原始取得また

は承継取得についてどのような定めが置かれているか、そして発明届や譲渡書類、会社の決定

通知、出願手続の経緯はどうなっているかを、順に確認していきます。たとえば、規程の施行

日と発明がされた時期を突き合わせ、発明の時点でその規程が有効に存在し、通報者に適用さ

れていたのかを確かめます。 

特に注意したいのは、第 1 回でも触れたとおり、職務発明ではない発明についてまで、あら

かじめ会社が権利を取得する旨の定めを置いていないか、という点です。特許法 35 条 2 項

は、そのような定めを無効としています。会社の規程が、職務発明の範囲を超えて一律に権利

を取得する内容になっていないかは、この類型での重要な確認事項になります。 
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第６  おわりに 

ここまで、職務発明に関する通報を、三つの類型に分けて見てきました。一見すると報奨金

への単なる不満に見える通報の背後にも、発明者の認定、会社による権利取得の根拠、相当の

利益の算定、そしてその基準をめぐる協議・開示・意見聴取といった、複数の論点が潜んでい

ることが少なくありません。 

コンプライアンス担当者としては、通報者の訴えを、突き詰めれば三つの問いに切り分ける

と整理しやすくなります。第一に、誰が発明者なのか。第二に、会社はどの根拠で権利を取得

したのか。第三に、発明者にどのような利益が与えられ、その金額や内容はどのように決めら

れたのか。この三つを切り分けることで、知財部門、人事部門、法務部門など、関係部署へ的

確につなぐことができます。 

なお、こうした通報が公益通報者保護法上の「公益通報」に当たるかどうかは、事案により

異なり、当たらない場合も少なくありません。しかし、当たるかどうかにかかわらず、通報者

の秘密を守り、通報を理由とする不利益な取扱いを避け、誠実に事実を確認するという基本姿

勢は、いずれの通報についても変わりません。 

職務発明制度は、発明者の創意工夫を尊重しつつ、会社が研究開発の成果を事業に活用でき

るよう調整するための仕組みです。その制度を扱う窓口対応の場面でも、通報者の訴えを丁寧

に受け止め、事実と制度を一つずつ確認していく姿勢が、適切な対応への出発点になります。 

 

以上 
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